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山梨県

長野県
埼玉県

東京都

茨城県

千葉県

神奈川県

：再評価

①事業採択後、3年以上経過した時点で未着工
②事業採択後、5年以上を経過した時点で継続中の事業
③準備・計画段階で、3年間が経過している事業
④再評価実施後、3年間が経過している事業
⑤社会経済情勢の変化等により再評価の実施の必要が生じた事業

：事後評価

１．事業の概要
（１）－１ 事業の目的と計画の概要（位置図）

一般国道18号
長野東バイパス④
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群馬県



（１）－２ 事業の目的と計画の概要

・長野市中心部の交通渋滞の緩和
・交通安全の確保

１．事業の概要

区 間

計画延長

幅 員

道路規格

設計速度

車線数

計画交通量

事業化

全体事業費

（単位：ｍ）標準横断図位 置 図

国道18号
長野東バイパス

2

計画の概要

目 的

平 面 図
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（１）－３ 事業の目的と計画の概要（長野東バイパス周辺の状況）

１．事業の概要

・長野東バイパスは、市街地を避け、主に農地を通過している。周辺には、第2東部工業団地や木工団地等の工業団
地が立地している。

3「© DigitalGlobe company、 © 日本スペースイメージング」 および 「この地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の基盤地図情報を使用した。（承認番号 平24情使 第415号）」

再評価対象区間
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国道18号現道の主な交通特性

（１）－４ 事業の目的と計画の概要（国道18号現道の交通特性）
・長野東バイパスと並行する国道18号現道の交通特性は、周辺地域内に起終点のある内々交通が13％。

・周辺地域内に起終点のどちらかがある内外交通が82％、周辺地域を通過する外々交通が5％となっている。

１．事業の概要

国道18号現道のOD内訳
交通量
（百台/日） 比率

周辺地域（内々） 39 13％

周辺地域とその他の地域（内外） 254 82％

周辺地域⇔長野県 252 81％

周辺地域⇔他県 2 1％

通過交通（外々） 17 5％

合計 310 100％

凡 例

内外交通

外々交通

内々交通

外々交通

17(5%)

内外交通
254(82%)

国道18号
長野東バイパス）
延長2.8km 表 国道18号現道ＯＤ内訳 内

々
交
通
が
13
％

内
外
交
通
が
82
％

外
々
交
通
が
5
％※周辺地域とは当該事業が通過する長野市

※H17道路交通センサスの現況ＯＤ調査結果を基に算出

富山県

内々交通
39(13%)
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高 速 道 路
国 道
主要地方道
一 般 県 道

凡 例

（単位：百台／日）

新潟県

338百台/日

H17道路交通センサス日交通量



（２）－１ 事業の必要性（国道18号現道の渋滞状況）

１．事業の概要

・国道18号現道の損失時間は、長野東バイパスを含む東外環状線と並行する区間で、201.2千人時間/年・km。
・長野東バイパスの整備により、国道18号現道の交通がバイパスに転換し、渋滞緩和が見込まれる。

5

国道18号現道の渋滞発生状況 国道18号現道の渋滞状況

①

②

③

H27年7月撮影

H27年7月撮影

H27年7月撮影

損失時間
～ 50千人時間/年･km
50～100千人時間/年･km
100～200千人時間/年･km
200～ 千人時間/年･km

信号交差点

主要渋滞箇所

資料：民間プローブデータ（H25）

損失時間：201.2千人時間/年･km
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開 通 区 間
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（２）－２ 事業の必要性（国道18号現道の死傷事故状況）

１．事業の概要

・国道18号現道の死傷事故率は、長野東バイパスを含む東外環状線と並行する区間で、127.6件/億台・km。
・渋滞する国道18号現道を迂回する交通が、通学路のある（一）三才大豆島中御所線に流入。
・長野東バイパスの整備により、道路の適切な機能分担が図られ、交通事故の減少や通学路の安全性向上が見込ま
れる。
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資料：交通事故データ（H22～H25）

写真①児童の傍を走行する車両

国道18号現道の死傷事故率 国道18号現道の事故類型

国道18号現道に接続する
（一）三才大豆島中御所線の交通状況

死傷事故率：127.6件/億台･km

①

朝陽小学校

凡 例
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車両相互：右折

車両相互：その他

人対車両

その他

H27年7月撮影

車両相互の追突の
事故が多く、全体の

約7割を占める。
(750件中510件発生）

資料：交通事故データ（H22-H25）
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（伸び）

■長野市（沿線地域） ※の事業所数の伸び（S61=1.0）

※沿線地域：東外環状線が
通過する長野市内の
芹田地区、古牧地区、
柳原地区、大豆島地区、
朝陽地区の５地区

（２）－３ 事業の必要性（地域活性化の支援（産業））

１．事業の概要

・長野東バイパスを含む東外環状線沿線には、工業団地・事業所が集積。沿線地域の事業所数は、都市計画決定前
と現在を比較して、35％増加（H24実績S61年比）。
・長野東バイパスの整備により、周辺の工業団地や企業、須坂長野東ICへのアクセス性が向上し、地域産業の活性化
が期待される。
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東外環状線沿線の立地状況 沿線地域事業所数

資料：事業所・企業統計調査（S61,S8）
経済センサス基礎調査（H21、H24）

H3都市計画
決定

H12
事業化

H23
工事着手

5,321 5,461 5,616
沿線

地域の

事業所数
4,175

※

「© DigitalGlobe company、 © 日本スペースイメージング」 および 「この地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の基盤地図情報を使用した。（承認番号 平24情使 第415号）」
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○平成2年度

○平成12年度

○平成16年度

２．事業の進捗状況

平面図
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（１）事業の経緯

○平成23年度 ：工事着手

凡例

橋梁部
土工部
現地盤高

(主)長野須坂インター線 (一)三才大豆島中御所線

柳原二号幹線排水路 北八幡川 国道406号(一)関崎川中島停車場線 (主)長野菅平線
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長野県により平成9年12月に開通

東外環状線

な
が
の
し
き
た
な
が
い
け

長
野
市
北
長
池
（起
点
）

な
が
の
し
や
な
ぎ
は
ら

長
野
市
柳
原
（終
点)

計画交通量(台/日)

20,100台/日

22,700台/日

縦 断 図

至

上
越
市

至

上
田
市

至

上
越
市

至

上
田
市

325

300

350

標高
(m)

325

300

350

標高
(m)

な
が
の
し
お
お
つ
か

長
野
市
大
塚

：都市計画決定（東外環状線）

：事業化

：用地取得着手

18

19



（２）残事業の概要

２．事業の進捗状況

・現在、長野東バイパス整備区間の用地取得率は約96％（平成27年3月末現在）。
・平成22年度より改良工事を実施。
・平成23年度に新規合意した、電線共同溝の同時整備を行うための設計を実施。
・引き続き、改良工事や橋梁工事の促進、あわせて電線共同溝の同時整備を進め、早期開通を目指し事業の推進を
図る。

9

H27年4月撮影

H24年4月撮影

工事未着手

下部工工事完了

工事（長野東BP） 用地取得率
９６%（全体）用地

前回評価時
H24

今回評価時
H27

国道18号 長野東バイパス 延長2.8km

再評価対象区間

事業中区間

凡 例
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工事中・用地取得中

工事未着手・用地未取得

凡例

工事（長野東BP） 用地取得率
９６%（全体）用地

【写真①】（仮称）柳原導水路橋下部工

①



①電線共同溝の同時整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （約14.9億円増額）
計 約14.9億円増額

２．事業の進捗状況
（３）－１ 事業費変更の概要

項目 事業変更の要因 増額 小計

①
電線共同溝の同時整備に
伴う事業費の増加

無電柱化に係るガイドラインの策定を受け、電線管理者と協議を行い、長野県無電
柱化推進計画（第6期：H21～H25）に基づき、平成23年3月に新規合意し、概略の設
計が整ったため

約14.9億円 約14.9億円

合計 約14.9億円
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2．無電柱化の進め方について

1）効率的な無電柱化の推進

コスト縮減を図りつつ、地域の実情に応じた効率的な整備を推進するこ

とが必要であるため、地域の実情に応じてコスト削減が可能な以下の手法

も活用しながら無電柱化を実施するものとする。

①同時施工

歩道整備等の道路事業等が電線共同溝と同時期に計画されている

場合には、工期等を調整し、同時に施行するものとする。その際には、

計画のなるべく早い段階から調整を行い円滑な事業実施を図るもの

とする。

また、将来において無電柱化の必要性が見込まれる箇所において、

道路の新設又は拡幅（土地区画整理事業等による場合を含む。）と一

体的に行う電線共同溝の整備（以下、「同時整備」という。）を実施

するものとし、電線を収容するための管路等の増設が発生しない構造

とするよう努めるものとする。

２．事業の進捗状況
（３）－２

・無電柱化に係るガイドラインの策定を受け、電線管理者（4企業者（電力1者、通信3者））と協議を実施。

電線管理者より沿道開発による需要が見込まれる等の要望を受け、長野県無電柱化推進計画（第6期：H21～
H25）において平成23年3月に新規合意。
H26年度に電線共同溝予備設計を実施し、同時整備を行うこととした。

①電線共同溝の同時整備に伴う事業費の増加 約14.9億円

電力管路 通信管路

長野東バイパス 電線共同溝の整備 L=5.6km （上下線）

至
上
田
市

至
上
越
市

沿道状況 写真②

記号 内容
EL 電力低圧

中部電力
EH 電力高圧
E予 電力予備
EC 電力通信
T NTT
C 中部テレコミュニケーション
IN INC
R 道路管理者
予 共通予備
余 余剰管

〈電線共同溝の設置箇所〉

11「© DigitalGlobe company、 © 日本スペースイメージング」 および 「この地図の作成に当たっては、国土地理院長の承認を得て、同院発行の基盤地図情報を使用した。（承認番号 平24情使 第415号）」

至
上
越
市

富士通

S41開設

長野地方御売市場
S63開設

東部浄化センター

S56開設

角藤

S46開設

東部工業団地

S59開設

清浄センター

S57開設

豆島東工業団地
Ｈ4開設

第二東部工業団地
Ｈ22開設

木工団地
Ｓ38開設

エムウェーブ
Ｈ8開設

至
上
田
市

アクアパル千曲
H8開設

ホワイトリング
Ｈ8開設

事業中区間

凡例

高 速 道 路
国 道
主要地方道
一 般 県 道

凡例

都計前開設
都計後開設

※無電柱化に係わるガイドラインより抜粋

無電柱化に係るガイドライン



１） 計算条件

３．事業の評価

道路事業に関わる便益は、平成42年度の交通量を、整備の有無それぞれ
について推計し、「費用便益分析マニュアル」に基づき３便益を計上した。
【３便益：走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益】

当該事業に関わる建設費と維持管理費を計上した。

・基準年次 ：平成27年度
・供用開始年次 ：平成36年度
・分析対象期間 ：供用後50年間
・基礎データ ：平成17年度道路交通センサス
・交通量の推計時点：平成42年度
・計画交通量 ：20,100～22,700（台/日）
・事業費 ：約175億円
・総便益（B） ：約226億円（約676億円※）
・総費用（C） ：約182億円（約212億円※）
・費用便益比（B/C） ：1.2

〔参考：前回再評価（H24）〕

平成24年度
平成36年度
供用後50年間
平成17年度道路交通センサス
平成42年度
20,700～22,600 （台/日）
約160億円
約210億円（約709億円※）
約154億円（約198億円※）
1.4

※基準年次における現在価値化前を示す。
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■総便益（Ｂ）

■総費用（Ｃ）



３．事業の評価

基準年：平成27年度

注1）便益・費用については、平成27年度を基準年とし、社会的割引率を4％として現在価値化した値である。

注2）費用及び便益額は整数止めとする。

注3）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

注4）便益の算定については、「将来交通需要推計手法の改善について【中間とりまとめ】」に示された第二段階の改善を反映している。

２） 事業全体

便益(Ｂ)
走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

経済的内部
収益率

（EIRR）181億円 30億円 15億円 226億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

1.2 4.9％
167億円 14億円 182億円

３） 残事業

便益(Ｂ)
走行時間

短縮便益

走行経費

減少便益

交通事故

減少便益
総便益 費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

経済的内部
収益率

（EIRR）181億円 30億円 15億円 226億円

費用(Ｃ)
事業費 維持管理費 総費用

3.0 12.7％
62億円 14億円 76億円
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４．事業の見込み等

年 度 H2
H3
～
H11

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

都市計画
決定

都市
計画
決定

供

用

開

始

年

次

事業化・
整備計画

事業
化

測量・
調査・設計

路線
測量

地質
調査
設計

地質
調査
設計

設計 設計 設計 設計 設計 設計 設計 設計 設計 設計 設計 設計 設計

設計・
用地説明

設計
用地

用地状況 3％ 3％ 19％ 46％ 68％ 75％ 88％ 96％ 96% 96% 96% 96％ 完了

埋蔵文化財調査 埋文 埋文 埋文 埋文 埋文

工事状況 改良 改良 改良 改良 改良 改良 改良
改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁

改良
橋梁
舗装

改良
橋梁
舗装

橋梁
舗装

前回再評価

※完成年度は、費用便益比算定上設定した年次である。

今回再評価

・平成2年度に都市計画決定、平成12年度に事業化、平成16年度に用地着手。

・長野東バイパスの用地取得率は、約96%（H27年3月末現在）。

・平成23年度から改良工事に着手し、早期完成に向けて事業促進を図る。

（１）事業進捗の見込みの視点

（２）事業の計画から完成までの流れ（長野東バイパス））
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５．関連自治体等の意見

・長野県知事の意見：

一般国道18号「長野東バイパス」は長野環状道路の機能を担い、長野市中心部の交通渋滞の緩和や交通事故の

減少、地域の活性化に寄与する必要不可欠な事業です。

ついては、事業を継続し、積極的な予算確保により、早期開通を図るよう強く要望します。

また、事業の実施にあたっては、一層のコスト縮減に努められるようお願いします。

（１）長野県からの意見
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（２）事業進捗の見込みの視点

（３）対応方針（原案）

（１）事業の必要性等に関する視点

６．今後の対応方針（原案）

・平成2年度に都市計画決定、平成12年度に事業化、平成16年度に用地着手。
・長野東バイパス（自 長野県長野市北長池 ～至 長野県長野市柳原）の用地取得率は、約96% （H27年3月末現在） 。
・引き続き、改良工事や橋梁工事の促進、あわせて電線共同溝の同時整備を進め、早期開通を目指し、事業の推進を
図る。

・国道18号現道の損失時間は、長野東バイパスを含む東外環状線と並行する区間で、201.2千人時間/年・km。
・国道18号現道の死傷事故率は、長野東バイパスを含む東外環状線と並行する区間で、127.6件/億台・km。
・国道18号現道の交通の円滑化が図られ、渋滞の緩和や交通事故の減少が見込まれる。
・長野東バイパスを含む東外環状線沿線には、工業団地・事業所が集積。長野東バイパスの整備により、周辺の工業
団地や企業、インターチェンジへのアクセス性が向上し、地域産業の活性化が期待される。
・費用対効果（Ｂ／Ｃ）は1.2。

・事業継続とする。

・長野東バイパスは、交通渋滞の緩和及び交通安全の確保の観点から、事業の必要性が高く、早期の効果発現を図
ることが適切である。
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